
 
  

平成 30 年６月 26 日 

各 位 

会 社 名 日新製鋼株式会社 

代 表 者 名 代表取締役社長 栁川 欽也 

 （コード番号：5413 東証第一部） 

問 合 せ 先 執行役員総務部長 桑迫 宏和 

 （TEL．03－3216－5566） 

 

支配株主等に関する事項について 

 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 

（平成 30年３月 31日現在） 

名称 属性 

議決権所有割合（％） 発行する株券等が上場されている 

金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

新日鐵住金株式会社 親会社 51.3 － 51.3 

株式会社東京証券取引所市場第一部 

株式会社名古屋証券取引所市場第一部 

証券会員制法人札幌証券取引所 

証券会員制法人福岡証券取引所 

  

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

新日鐵住金株式会社は当社議決権の 51.3％を保有する親会社であります。 

当社は、新日鐵住金株式会社を親会社とする同社グループの製鉄事業分野において、薄板に特化し

た特徴ある銑鋼一貫メーカーとして、鉄鋼製品の製造、加工および販売ならびにそれらに附帯する事

業を行っております。 

取引関係につきましては、当社は、新日鐵住金株式会社および同社グループ各社との間に、鉄鋼製

品の売買、役務提供および技術協力の受入れ等の取引があります。また、人的関係につきましては、

本日現在において、新日鐵住金株式会社の出身者 2 名（うち１名は代表取締役社長）が当社の取締役

に就任しており、同社の従業員１名が当社の監査役を兼務しております。 

当社は、新日鐵住金株式会社および同社グループと共通の事業方針のもと、一体的な事業活動を推

進しておりますが、当該関係において当社の自由な事業活動を阻害する制約はなく、独自に事業活動

を行っていることから、 経営の独立性は確保されていると認識しております。 

 

【役員の兼務状況】 （平成 30 年６月 26 日現在） 

役職 氏名 支配株主等での役職 就任理由 

監査役 

（非常勤） 
上原 学 新日鐵住金株式会社 経営企画部部長 

監査体制強化のため、 

当社から就任を要請 

※（注）当社の取締役 10名、監査役４名のうち、親会社との兼任役員は上記１名であります。 

 

 



 

３．支配株主等との取引に関する事項 

（自 平成 29 年４月１日 至 平成 30年３月 31 日） 

種類 

会社等 

の名称 

又は 

氏名 

所在地 

資本金 

又は 

出資金 

(百万円) 

事業の内容 

又は 

職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

(％) 

支配 

株主等 

との 

関係 

取引 

内容 

取引 

金額 

(百万円) 

科目 

期末 

残高 

(百万円) 

親会社 新日鐵 

住金㈱ 

東京都 

千代田区 

 

419,524 

鉄鋼製品の 

製造・販売等 

(被所有) 

51.3 

鋼片 

の 

供給等 

鋼片等 

の 

購入 

 

27,420 

 

買掛金 

 

1,503 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

① 上記取引については、一般取引と同様に市場実勢を勘案し決定している。 

② 新日鐵住金㈱からの鋼片等の購入については、商社を経由した取引を含めており、取引金額等

は商社に対するものも含めて記載している。 

③ 取引金額には消費税等を含んでいない。 

 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

親会社との取引に際しては、取引条件が第三者との通常の取引条件と著しく相違せず、かつ当該取

引の実施は当社の事業にも貢献することを十分に確認しており、当社の利益を害するものでないと判

断しております。 

 

５．その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項 

当社と新日鐵住金株式会社とは、2018 年５月 16 日に開催した両社の取締役会において、2019 年１

月１日をもって、株式交換（以下、「本株式交換」といいます）により、当社を新日鐵住金株式会社の

完全子会社とすること（以下、「本完全子会社化」といいます）を決議し、同日付で株式交換契約（以

下、「本株式交換契約」といいます）を両社間で締結いたしました。本株式交換契約が、2018 年 12 月

頃に開催予定の当社臨時株主総会において承認された場合、当社株式は 2018 年 12 月 26 日をもって、

東京証券取引所における上場が廃止となる予定です。 

また、当社と新日鐵住金株式会社及び新日鐵住金ステンレス株式会社は、2019 年４月１日を目途に、

当社のステンレス事業（鋼板、鋼管）のうちの鋼板事業及び新日鐵住金株式会社の特殊ステンレス事

業（鋼板、形鋼）のうちの鋼板事業の一部を新日鐵住金ステンレス株式会社が承継すること（以下、

「本ステンレス鋼板事業統合」といいます）をそれぞれの取締役会で決議し、2018 年５月 16日に本ス

テンレス鋼板事業統合に係る基本合意書を三社間で締結いたしました。 

詳細につきましては、平成 30 年５月 16 日公表の「新日鐵住金株式会社による日新製鋼株式会社の

完全子会社化に係る株式交換契約の締結並びに新日鐵住金株式会社、日新製鋼株式会社及び新日鐵住

金ステンレス株式会社のステンレス鋼板事業の統合に係る基本合意書の締結に関するお知らせ」をご

参照ください。 

 

以 上 


